
令和８年２月２５日

　 北海道開発局開発監理部

　仕様書案について意見招請したところ、以下の内容の意見書の提出がありました。提出された意見とそれに伴う対応について、次のとおり回答します。

番号 頁 条項 仕様書（案）の記載内容 提案・意見等 理由 仕様書への反映 対応理由

1 4 3.4. 打合せ協議
(1) 着手時打合せ
① 契約締結後 14 日以内に 1 回以上実施すること。

着手時打合せの協議内容について追記願いたい。
指定された打合せが7つあり、着手時打合せのみ記載が無いため確認願
いたい。

②構築期間作業計画書を用いて、作業体制や作業工程等につ
いて協議すること。

追記します。

2 4 3.5.1

(1)借入及び保守期間は、令和9年2月1日から令和13年3月31日
までとする。
(2)システム導入準備期間は、契約締結日翌日から令和9年1月
31日までとする。
(3)移行末の設定変更作業は令和8年10月1日から令和9年1月
31日の間に実施すること。。
(4)概要スケジュールは「別紙8　概要スケジュール」を遵守する
こと。作業着手後速やかに詳細スケジュールを作成、提出し、監
督職員の承諾を得ること。
(5)概要スケジュールの遵守が難しい場合には、作業着手後速
やかに理由、影響範囲、対策案、及びスケジュール変更案を報
告し、監督職員の承諾を得ること。

【変更案】
(1)借入及び保守期間は、令和9年3月1日から令和13年3月31
日までとする。
(2)システム導入準備期間は、契約締結日翌日から令和9年2月
28日までとする。
(3)移行端末の設定変更作業は令和8年10月1日から令和9年1
月31日の間に実施すること。。
(4)概要スケジュールは「別紙8　概要スケジュール」を遵守する
こと。作業着手後速やかに詳細スケジュールを作成、提出し、
監督職員の承諾を得ること。
(5)概要スケジュールの遵守が難しい場合には、作業着手後速
やかに理由、影響範囲、対策案、及びスケジュール変更案を報
告し、監督職員の承諾を得ること。

メモリやSSDの価格高騰による混乱から、機器調達から納品までにかか
る時間が通常期より大幅に時間を要しており、環境構築開始が大幅に送
れる見込みです。
また、既存環境を構築したベンダー、もしくは保守を担うベンダーにおい
ては環境を把握していることから環境調査に大幅な時間を要することは
ないと思われるが、新規参入のベンダーにおいては既存環境・ネットワー
クの調査設計や構築、移行スケジュールがかなりタイトであることから、
スケジュールに余裕を持った調達としていただきたい。

― 発注の条件になるので変更はできません。

3 5 3.5.2.(2)
システムの移行に伴う、既存システムとの並行運用期間は令和
8年10月1日から令和9年1月31日とすること。

【変更案】
システムの移行に伴う、既存システムとの並行運用期間は令和
8年10月1日から令和9年2月28日とすること。
なお、開始日について、機器の納品状況によりスケジュール変
更を余儀なくされる場合においては協議の上、監督職員の承諾
を得たうえでスケジュールを変更すること。

同上 ― 発注の条件になるので変更はできません。

4 5 4.1.1.(1)

④ドメイン管理対象クライアントは5,600とすること。また必要な
Windows Server 2022ユーザCALライセンスは当局より提供す
る。
⑤Windows Server2022のライセンスに関しては監督職員と事前
に協議の上、最適なエディションを提案し、最適版をダウング
レード等により納品すること。

【変更案】
④ドメイン管理対象クライアントは5,600とすること。また必要な
Windows Server 2022ユーザCALライセンスは当局より提供す
る。
・型番：
・品名：
⑤Windows Serverライセンスに関しては監督職員と事前に協議
の上、最適なエディション及び購入プログラムを提案し、最適版
を納品すること。

現在販売されているWindows Serverライセンスは2025となっております。
ダウングレード可能ですが、メインストリームは2026年10月31日、延長サ
ポートは2031年10月14日となっております。
端末管理システム等各種システム用のWindows Serverのバージョンにつ
いては、設計段階において競技の上で確定するのがよろしいと考えま
す。
なお、北海道開発局様にて保有するＣＡＬにSAが付帯していない場合に
おいては、買いなおしの費用が発生してしまい見積金額に影響が出るこ
とから、保有されているＣＡＬの詳細情報については仕様書に明示いただ
きたく存じます。

―

④ユーザCALについては、当局より最適版のライセ
ンスを提供します。
EMS E3相当です。
⑤仕様書記載のとおり、事前の協議により決定しま
す。

5 6 4.1.1.(3)
③アクティブディレクトリのユーザ・コンピュータ・グループ属性情
報を取得しCSV、PDF、XLSX、HTML形式で外部出力する機能
を有すること。

【変更案】
③アクティブディレクトリのユーザ・コンピュータ・グループ属性
情報を取得しCSV形式で外部出力する機能を有すること。

仕様からZOHO社ADManagerPlusの機能要件であると推察いたします。
一般的にはCSV出力はサポートされていますが、PDF、XLSX、HTML形
式までサポート必要な点がベンダーロックインとなっております。
これらファイル形式がシステム連携上不要であれば一般的なCSVまでに
留めていただきたい。

③アクティブディレクトリのユーザ・コンピュータ・グループ属性情
報を取得しCSV、XLSX形式のいずれかで外部出力する機能を
有すること。

意見のとおり、修正します。

6 6 4.1.1.(3)
⑥アクティブディレクトリのグループポリシー管理用テンプレート
の作成・削除・変更・リンクの有効化/無効化を実行する機能を
有すること。

⑥アクティブディレクトリのグループポリシー管理用テンプレート
の作成・削除・変更・リンクの有効化/無効化を実行する機能を
有すること。
なお、Active Directorｙ上にて同様の操作ができる場合はその
限りではない。

同様にZOHO社ADManagerPlusの機能要件であると推察いたします。
当該機能は本来Active Directoryで有しておりますが、ADManagerPlusの
ようなサードパーティー製品を通して設定した内容をADへ反映させる機
能となります。
ADで実施できる場合は必須ではない旨追記いただきたい。

―
大量のアカウントを処理する必要があるため、本要
件は必要です。

7 6 4.1.1.(3)
⑦オペレーションを実施することが可能なアカウントを5以上用意
すること。

【変更案】
⑦オペレーションを実施することが可能なアカウントを5以上用
意すること。
なお、当該機能実現に必要なライセンスは本調達に含めるもの
とし、令和13年3月31日までメーカーサポートを受けられること。

ID管理機能にかかるライセンスの記載がございませんでした。ライセンス
を保有される場合は保有詳細情報、調達に含める場合はその旨記載い
ただきたいです。

⑦オペレーションを実施することが可能なアカウントを5以上用
意すること。
なお、当該機能実現に必要なライセンスは本調達に含めるもの
とし、令和13年3月31日までメーカーサポートを受けられること。

意見のとおり、修正します。

8 6 4.1.2.(1)

①当局から提供するユーザーライセンスを使用し資産管理シス
テムを構築すること。サーバライセンスは本調達に含む。ユー
ザーライセンスについては当局が保有するライセンス「SKYSEA
Client View Pro Edition Government License Ver.20」を提供す
る。
②クライアント数は7,000とする。

【変更案】
①当局から提供するユーザーライセンスを使用し資産管理シス
テムを構築すること。サーバライセンスは本調達に含むことと
し、保守ライセンスについては令和13年3月31日までの期間を
網羅する必要年数分調達に含めること。
なお、ユーザーライセンスについては当局が保有するライセン
ス「SKYSEA Client View Pro Edition Government License
Ver.20」を提供する。
【既存環境】
〇サーバーライセンス
・型番：
・品名：
・保守期間：
〇クライアントライセンス
・型番：
・品名：
・保守期間：
②クライアント数は7,000とする。

SKYSEAのライセンス体系は基本として
Light/Standard/Professional/Enterpriseがあり、それぞれ基本契約ライ
センス：サーバライセンス＋保守（年）と台数ライセンス：クライアントライセ
ンス＋保守（年）という構成となっております。
また、上記のEdition以外にも各種オプションが存在しており、既存システ
ムがどのライセンスを適用いただいているか明示いただきたく存じます。
なお、クライアントライセンスは北海道開発局様にて保有されているとの
ことですが、3.5.1(1)に記載の借入及び保守期間分の保守ライセンスは保
有されていますでしょうか。
また、サーバーライセンスについては本調達に含むと記載がありますが、
見積金額に影響が出ることから保守ライセンスについても調達に含める
旨及び調達すべき対象期間を明示いただきたく存じます。

―

ユーザライセンスは当局より最適版のGovernment
License Professional Editionを提供します。
一般用のライセンスとは異なります。

サーバライセンスはGovernment License
Professional Editionサーバライセンスを提供します。

9 6
4.1.2.資産管理システム
(1)基本機能

①ユーザーライセンスについては当局が
保有するライセンス「SKYSEA Client View Pro Edition
Govermment LicenceVer.20」を提供する。

「SKYSEA Client View Pro Edition Govermment Licence」の
バーションの記載「Ver.20」を削除いただくか「Ver.20以上」に変
更をお願いします。

現在の最新バージョンは「Ver21」であり、導入作業時のバージョンが
Ver.20以上である可能性が考えられます。

①ユーザーライセンスについては当局が
保有するライセンス「SKYSEA Client View Pro Edition
Govermment LicenceVer.20以上」を提供する。

意見のとおり、修正します。

「北海道開発局端末管理システム外一式の借入及び保守　仕様書案」に対する意見招請の結果について



令和８年２月２５日

　 北海道開発局開発監理部

　仕様書案について意見招請したところ、以下の内容の意見書の提出がありました。提出された意見とそれに伴う対応について、次のとおり回答します。

番号 頁 条項 仕様書（案）の記載内容 提案・意見等 理由 仕様書への反映 対応理由

10 7 4.1.3.(1)-①

ライセンスは当局より提供するものを利用し、アンチウィルス管
理システムを構築すること。提供するライセンスは「TrendMicro
社 Apex One セキュリティエージェント」である。なお、Linux系に
ついては、本調達により必要なライセンスを調達すること。

【変更案】
①ライセンスは当局より提供するものを利用し、アンチウィルス
管理システムを構築すること。提供するライセンスは
「TrendMicro社 Apex One セキュリティエージェント」である。
・型番：
・品名：
・保守期間：

なお、Linux系については、本調達において必要な場合には最
適なライセンスを調達すること。

仕様書案に記載いただいている「TrendMicro社 Apex One セキュリティ
エージェント」はインストールエージェントの名称であり、調達ライセンスを
明示いただいておりません。
Client/Server PremiumまたはTrend Vision One Endpoint Security
Essentials等でご調達いただき、ApexOneの最新ビルドをインストールい
ただいているものと推察いたします。
ライセンスは最大6年まで複数年一括で購入することが可能なため、現在
保有いただいているライセンスの詳細並びに保守期間を明示いただきた
く存じます。
また、Linux系についての記載がございますが、別紙11においてLinuxの
システムが含まれていないため、調達するシステム構成の中でLinux系
サーバが必要となった場合においては調達に含めることとしていただきた
い。

―

提供するライセンスはClient/Server suiteです。
受注者の都合で、Linux系サーバを導入する場合、ラ
イセンスの調整が必要であることを記載したもので
す。

11 7 4.1.3.(1)-⑧

既存の標的型攻撃対策サーバ(TrendMicro Deep Discovery
Inspector(以下「DDI」という))とSG,本件で調達するApex Central
サーバ(データベースサーバ含む)及びApexOneサーバとを製品
連携して、道を含む脅威への自動対処であるConnected Threat
Defense(CDT)を構築すること。

【変更案】
既存の標的型攻撃対策サーバ(TrendMicro Deep Discovery
Inspector(以下「DDI」という))とSG,本件で調達するApex Central
サーバ(データベースサーバ含む)及びApexOneサーバとを製品
連携して、道を含む脅威への自動対処であるConnected Threat
Defense(CDT)を構築すること。

既存DDIについて保有する機器（または仮想アプライアンスライ
センス）は以下のとおりである。
・型番：
・品名：
・ライセンス期間：
延長保守ライセンスを令和13年3月31日までの期間を網羅する
必要年数分調達に含めること。

仕様書案において既存DDIについての記載がありますが、物理機器か仮
想アプライアンスかが不明です。また、機器またはライセンス更新が必要
なものかも不明なため、仕様及び調達範囲を明示いただきたく存じます。

既存の標的型攻撃対策サーバ(TrendMicro Deep Discovery
Inspector(以下「DDI」という))とSG,本件で調達するApex Central
サーバ(データベースサーバ含む)及びApexOneサーバとを製品
連携して、未知を含む脅威への自動対処であるConnected
Threat Defense(CDT)を構築すること。

既存DDIについて保有する機器（または仮想アプライアンスライ
センス）は以下のとおりである。

本局
・型番：6.7(ビルド: 2017)
・品名：Deep Discovery Inspector1300
・ライセンス期間：R11.1

旭川
・型番：6.8(ビルド: 2011)
・品名：Deep Discovery Inspector1300
・ライセンス期間：R12.1

意見のとおり修正します。
DDIのライセンスは当局より提供します。

12 7 4.1.4.(1)

①登録ユーザ数が増加してもライセンス費用の追加がないこ
と。(CPUライセンスとすること。)
②管理者の数が増加してもライセンス費用の追加がないこと。
③オーサリングツールはライセンスフリーであること。

【変更案】
以下の要件を満たすEラーニング・アンケートシステムのライセ
ンスを本調達に含むこと。また、令和13年3月31日までの期間を
網羅する必要年数分の保守またはサブスクリプションライセンス
を本調達に含めること。
①登録ユーザ数が増加してもライセンス費用の追加がないこ
と。
②管理者の数が増加してもライセンス費用の追加がないこと。
③オーサリングツールはライセンスフリーであること。

既存Eラーニング・アンケートシステムのパッケージソフトをベースに記載
いただいていると推察いたします。
当該システムの詳細が不明であり、かつ、仮に明示されていたとしても当
該システムを構築または保守を担っているベンダーにしか取り扱いできな
い製品である可能性が高くベンダーロックインであると考えます。
そのため、費用面について運用段階において追加費用が生じなく、一般
的なEラーニングの機能要件を満たすパッケージシステムの新規構築を
許可いただかないと新規ベンダーの入札参加が困難です。
また、CPUライセンスとの記載がありますが、製品によってはサーバライ
センスやサイトライセンスの場合もあるため、CPUライセンスに限定せず
最適なライセンスを調達することとしていただきたい。

―

バリアフリーである必要があり、キーボードのみで一
連の操作が可能である必要があります。
現状、一般的な製品はマウスを使用する製品しか無
いと認識しておりますので、現状の記載としていま
す。
なお、キーボードのみでEラーニング・アンケートの導
入から終了までの操作が可能であれば、他のパッ
ケージの導入に問題はありません。

13 7 4.1.4.(2)

機能
①ランダム出題や自由記述、多彩な形式でのテストの作成が可
能であること。
②SCORM1.2に準拠していること。
③コースごとに前提コースの設定が可能であること。
④アンケートのみの実施、テストのみの実施が可能であること。
⑤コンテンツ制作者が、画面からコンテンツのアップロードが可
能であること。
⑥Eラーニング受講開始後にコンテンツの上書き修正が可能で
あること。
⑦Eメールの送信、自動送信が可能であること。
⑧公開するメニュー機能の表示非表示設定がいつでも可能であ
ること。
⑨メニューのラベル名や管理機能の表示項目の変更が可能で
あること。
⑩コンテンツはMicrosoft PowerPointで作成したものをオーサリ
ングすることで受講者はWebブラウザから確認可能であること。
⑪コンテンツは、キーボードのみで操作ができ、Windows標準ス
クリーンリーダ「ナレーター」での読み上げに対応し、受講端末で
読み上げが可能であること。

【変更案】
機能
原則、以下の機能を有すること。なお、パッケージ製品において
一部実現不可能な機能がある場合においては、監督職員と事
前に協議の上、承認を得ること。
①ランダム出題や自由記述、多彩な形式でのテストの作成が可
能であること。
②SCORM1.2に準拠していること。
③コースごとに前提コースの設定が可能であること。
④アンケートのみの実施、テストのみの実施が可能であること。
⑤コンテンツ制作者が、画面からコンテンツのアップロードが可
能であること。
⑥Eラーニング受講開始後にコンテンツの上書き修正が可能で
あること。
⑦Eメールの送信、自動送信が可能であること。
⑧公開するメニュー機能の表示非表示設定がいつでも可能で
あること。
⑨メニューのラベル名や管理機能の表示項目の変更が可能で
あること。
⑩コンテンツはMicrosoft PowerPointで作成したものをオーサリ
ングすることで受講者はWebブラウザから確認可能であること。
⑪コンテンツは、キーボードのみで操作ができ、Windows標準ス
クリーンリーダ「ナレーター」での読み上げに対応し、受講端末
で読み上げが可能であること。

上記のとおり、既存Eラーニング・アンケートシステムの機能要件であると
推察いたします。
その他パッケージシステムを用いた場合、一部の機能要件を十分に実現
できない可能性があるため、協議の上製品決定することにより、新規ベン
ダーの参加が可能となるため。

― 12に同じ



令和８年２月２５日

　 北海道開発局開発監理部
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14 8 4.1.4.(3)

マスタ管理
①過去数回前に設定したパスワードの使用不可や文字数制限
など様々なパスワードルールが設定可能であること。
②ログインIDの変更を行えること。ただし、受講履歴の引継ぎが
可能であること。
③組織改装は最大10階層設定できること。
④組織体系とは異なる仮想グループでの管理が可能であるこ
と。
⑤ユーザ、組織をＣＳＶデータから一括登録可能であること。

【変更案】
マスタ管理
原則、以下の機能を有すること。なお、パッケージ製品において
一部実現不可能な機能がある場合においては、監督職員と事
前に協議の上、承認を得ること。
①過去数回前に設定したパスワードの使用不可や文字数制限
など様々なパスワードルールが設定可能であること。
②ログインIDの変更を行えること。ただし、受講履歴の引継ぎが
可能であること。
③組織改装は最大10階層設定できること。
④組織体系とは異なる仮想グループでの管理が可能であるこ
と。
⑤ユーザ、組織をＣＳＶデータから一括登録可能であること。

同上

また、一部の機能はパッケージ製品をカスタマイズすることで実現可能な
場合もあるが、カスタマイズ費用が発生したり保守費用が高くなることか
ら、マスタ管理機能においても協議の上決定することしていただきたい。

― 12に同じ

15 8 4.1.4.(4)

その他
①組織ごとのログイン数制限が可能であること。
②登録ユーザ数5,600人を実現できること。既存データの取り込
が可能であること。

【変更案】
登録ユーザ数5,600人を実現できること。既存データの取り込が
可能であること。

情報漏洩対策としてIPアドレスやユーザー権限等によるアクセス制御を
実装している製品は多くあるものの、組織ごとのログイン制限機能につい
ては、特定製品特有のものと推察いたします。
これらアクセスの制限については運用で回避可能なケースが多いため、
新規参入の観点から仕様から外していただきたい。

― 12に同じ

16 8 4.1.5.(1)

⑫Windows、Linux、BSD、MacOS、Ｎｏｖｅｌｌ、Sollaris、Unixなどの
一般的に使用されている19のファイルシステムから簡単にファイ
ルを検索して復元できること。
⑬バックアップ対象の仮想マシンが増加しても追加費用が発生
しない製品・ライセンスを調達すること。

【変更案】
⑫Windows等本調達にかかるファイルシステムから簡単にファ
イルを検索して復元できること。ま
⑬最適なライセンス形態を提案し監督職員と協議の上、令和13
年3月31日までの期間を網羅する必要年数分のライセンスを調
達・納品すること。

別紙11ソフトウェア要件に記載のないＯＳまで対応することありますが、
すべてのOSをサポートすることは過剰であり、特定の製品に限定される
と考えます。
バックアップの機能要件とは性質が異なり、システム要件となっておりま
す。
①～⑪までの機能要件を満たす製品とすることで、競争性を担保できると
考えます。

また、ライセンス要件につきましては製品毎にCPU課金、インスタンス課
金など方式が異なるため、最適なライセンスを提案・協議の上納品するこ
ととしていただきたい。

⑫Windows等本調達にかかるファイルシステムから簡単にファイ
ルを検索して復元できること。最適なライセンス形態を提案し監
督職員と協議の上、令和13年3月31日までの期間を網羅する必
要年数分のライセンスを調達・納品すること。
⑬バックアップ対象の仮想マシンが増加しても追加費用が発生
しない製品・ライセンスを調達すること。

意見のとおり、修正します。
なお、⑬については、必要な機能要件のため変更で
きません。

17 9 4.1.6.(2)

仮想ネットワークソフトウェア
①レイヤ 3 のネットワーク上で、レイヤ 2 のネットワークを自由
に構成し、物理トポロジーに依存しないネットワーク構成が設定
できること。
②同一ホスト上の異なるセグメントの仮想マシン間はホストで完
結(ハイパーバイザーで処理)し、物理ルータヘのルーティングが
不要な設定が可能なこと。
③仮想化ソフトウェアのカーネルでのルーティング処理が可能
で、スタティックルート、BGP による経路制御機能を有すること。
④L2 延伸機能
ｱ） 仮想アプライアンスを配置し、本局―旭川間で L2 ネットワー
クの延伸設定が可能なこと。
ｲ） L2 ネットワークの延伸には、L2VPN を設定可能なこと。暗号
化は IPsecAES256 が設定できること。
ｳ） 設定したトンネルの健全性や統計情報(バイト/秒、パフォー
マンスの統計情報、ドロップされたパケット数)のログを収集可能
なこと。

【変更案】
仮想ネットワークソフトウェア
①レイヤ 3 のネットワーク上で、レイヤ 2 のネットワークを自由
に構成し、物理トポロジーに依存しないネットワーク構成が設定
できること。
②同一ホスト上の異なるセグメントの仮想マシン間はホストで完
結(ハイパーバイザーで処理)し、物理ルータヘのルーティングが
不要な設定が可能なこと。
③仮想化ソフトウェアのカーネルでのルーティング処理が可能
で、スタティックルート、BGP による経路制御機能を有すること。
④L2 延伸機能
ｱ） 仮想アプライアンスを配置し、本局―旭川間で L2 ネット
ワークの延伸設定が可能なこと。
ｲ） L2 ネットワークの延伸には、L2VPN を設定可能なこと。暗
号化は IPsecAES256 が設定できること。
ｳ） 設定したトンネルの健全性や統計情報(バイト/秒、パフォー
マンスの統計情報、ドロップされたパケット数)のログを収集可能
なこと。
なお、上記の機能と同等の機能が実現可能な仮想化システム
外の物理機器またはソフトウェアでも可とする。

仕様案の内容が既存のNSXをベースとした要件と推察いたします。
別紙9 ハードウェア要件においてNutanixでの提案も可としていることか
ら、仮想システムにおいてはVMWare ESXiを踏襲しない提案も可能となっ
ていると読み解きます。そのため、仮想ネットワークにおいても同等の機
能を実現可能である場合VMWareである必要がなく、広く製品の中からご
提案が可能となり競争性を担保することが可能となります。

仮想ネットワークソフトウェア
①レイヤ 3 のネットワーク上で、レイヤ 2 のネットワークを自由
に構成し、物理トポロジーに依存しないネットワーク構成が設定
できること。
②同一ホスト上の異なるセグメントの仮想マシン間はホストで完
結(ハイパーバイザーで処理)し、物理ルータヘのルーティングが
不要な設定が可能なこと。
③仮想化ソフトウェアのカーネルでのルーティング処理が可能
で、スタティックルート、BGP による経路制御機能を有すること。
④L2 延伸機能
ｱ） 仮想アプライアンスを配置し、本局―旭川間で L2 ネットワー
クの延伸設定が可能なこと。
ｲ） L2 ネットワークの延伸には、L2VPN を設定可能なこと。暗号
化は IPsecAES256 が設定できること。
ｳ） 設定したトンネルの健全性や統計情報(バイト/秒、パフォー
マンスの統計情報、ドロップされたパケット数)のログを収集可能
なこと。
なお、上記の機能と同等の機能が実現可能な仮想化システム
外の物理機器またはソフトウェアでも可とする。

意見のとおり、修正します。

18 10

4.1.6.仮想化システム
(3) 仮想化管理ソフトウェア
② BCP 切替ソフトウェア
ｲ）

稼働中の仮想マシンがレプリケーション可能で、同期間隔を仮
想マシングループ単位で設定できること。また、同期間隔は最短
5 分まで設定可能で
あること。

「同期間隔は最短 5 分まで設定可能」を「同期間隔は最短 60
分まで設定可能」に仕様緩和いただきたい。

「最短 5分」を満たすためには上位ライセンスが必要になり、「最短60分」
に緩和していただくことで必要ライセンスの価格低減が可能となります。

世界的なハードウェア価格高騰が予想されていることから、
調達の全体的な価格の上昇により、ご予算の超過の可能性が懸念され
ます。
仕様要件を満たすためには、高額なライセンスが必要となるため価格低
減のご検討をいただきたく思います。

稼働中の仮想マシンがレプリケーション可能で、同期間隔を仮
想マシングループ単位で設定できること。また、同期間隔は最
短 60 分まで設定可能であること。

意見のとおり、修正します。

19 10

4.1.6. 仮想化システム
(3) 仮想化管理ソフトウェア
② BCP 切替ソフトウェア
ｶ）

本局被災時には、同期状況を確認した後、事前設定したリカバ
リプランを指定することで、自動的に切り替えが可能であること。

「事前設定したリカバリプランを指定することで、自動的に切り
替えが可能」を「事前設定したリカバリ手順に基づき切り替えが
可能」に仕様緩和いただきたい。

「事前設定したリカバリプランを指定することで、自動的に切り替えが可
能」を満たすためには上位ライセンスが必要になり、「事前設定したリカバ
リ手順に基づき切り替えが可能」に緩和していただくことで必要ライセンス
の価格低減が可能となります。

世界的なハードウェア価格高騰が予想されていることから、
調達の全体的な価格の上昇により、ご予算の超過の可能性が懸念され
ます。
仕様要件を満たすためには、高額なライセンスが必要となるため価格低
減のご検討をいただきたく思います。

本局被災時には、同期状況を確認した後、事前設定したリカバ
リ手順に基づき切り替えが可能であること。

意見のとおり、修正します。



令和８年２月２５日

　 北海道開発局開発監理部

　仕様書案について意見招請したところ、以下の内容の意見書の提出がありました。提出された意見とそれに伴う対応について、次のとおり回答します。

番号 頁 条項 仕様書（案）の記載内容 提案・意見等 理由 仕様書への反映 対応理由

20 13 6.2.1(1)－①

本調達機器は既存監視システムの監視対象とすること。
サーバの既存監視ソフトウェアは「OP Manager」であり、「別紙2
調達機器一覧表」のサーバを対象とし、ライセンスは本調達に含
まれる。既存サーバのライセンスを流用可能な場合は、流用し
てもよいものとする。
ネットワーク機器やアクセスポイントの既存監視ソフトウェアは
「Cisco Catalyst Center」であり、本調達のネットワーク機器を対
象とし、ライセンスは本調達に含まれる。

【変更案】
本調達機器は既存監視システムの監視対象とすること。
サーバの既存監視ソフトウェアは「OP Manager」であり、「別紙2
調達機器一覧表」のサーバを対象とし、ライセンスは本調達に
含まれる。既存サーバのライセンスを流用可能な場合は、流用
してもよいものとする。
ネットワーク機器やアクセスポイントの既存監視ソフトウェアは
「Cisco Catalyst Center」であり、本調達のネットワーク機器を対
象とし、ライセンスは本調達に含まれる。
ライセンスにおいては、令和13年3月31日までの期間を網羅す
る必要年数分のライセンスを調達・納品すること。
なお、「OP Manager」及び「Cisco Catalyst Center」と同様の監
視が可能な製品の提案を妨げるものではない。

OP Manager及びCisco Catalyst Centerに限定される仕様となっているた
め。
監視ソリューションはこれら以外にもソリューションが存在しているため、
競争性の観点から同様に監視機能を実現できる製品の提案を可としてい
ただきたい。

―
現在運用中の監視システムを使用するため必要で
す。変更はできません。

21 13
6.2. 運用性要件
6.2.1. システム監視
(1) 現行システム監視への接続

② 本局と旭川の両方の監視サーバから接続を確認すること。③
本局と旭川の両方の監視サーバから操作を確認すること。

本局と旭川の両方の監視サーバから接続確認は何を確認する
か記載願いします。
本局と旭川の両方の監視サーバから操作確認は操作方法・マ
ニュアルを提示いただけると考えてよろしいでしょうか。

―

BCP運用を行うため、常時本局からサーバ監視を
行っていますが、旭川からも監視する必要がありま
す。
現状のマニュアルは指定場所で閲覧可能です。

22 14 6.2.2.

(2)ネットワーク機器の運用監視
下記の機器はSNMP エージェントを起動し、既存監視ソフトウェ
ア（Cisco Catalyst Center）の監視下とすること。
① サーバストレージ収容 L2 スイッチ（本局、旭川）
② 行政LAN サーバ収容 L2 スイッチ（本局、旭川）

【変更案】
ネットワーク機器の運用監視
下記の機器はSNMP エージェントを起動し、既存監視ソフトウェ
アの監視下とすること。
① サーバストレージ収容 L2 スイッチ（本局、旭川）
② 行政LAN サーバ収容 L2 スイッチ（本局、旭川）

ネットワーク機器の監視をCisco Catalyst Centerを用いるとありますが、
これはサーバストレージ収容L2スイッチ、行政LANサーバ収容L2スイッチ
の選定においてのベンダーロックとなります。
競争性を確保するためにも、本仕様の削除をお願いします。
なお、運用監視は、トラフィク監視を担う同等製品で代用できると考えま
す。

― 20に同じ

23 16 7.2.6. ドキュメント類作成
ドキュメント類作成
当該ネットワークの物理構成図、論理構成図、試験成績書及び
コンフィグデータファイル等のドキュメント類を作成する。

「コンフィグデータファイル等のドキュメント類を作成する。」と記
載あるが、「別紙6 成果物一覧表」に「コンフィグデータ」が記載
されていないため追記願いたい。

「別紙6 成果物一覧表」に該当する記載がないため、成果物として必要で
あれば追記ください。

7.2.6. ドキュメント類作成
当該ネットワークの物理構成図、論理構成図、試験成績書等の
ドキュメント類を作成する。

番号22の監視システムで自動収集しているためコン
フィグデータは不要です。

24 16 8.1.1.(1)
本調達で導入されるサーバ(仮想化サーバ上で動作するゲスト
サーバ含む)は、すべてウィルス対策を実施すること。必要なライ
センスは本調達に含むこと。

【変更案】
本調達で導入されるサーバ(仮想化サーバ上で動作するゲスト
サーバ含む)は、すべてウィルス対策を実施すること。物理の
Windowsサーバにおいては、提供するTrendMicroライセンスを
使用すること。また、仮想サーバにおいてTrendMicro Deap
Securityを必要な数量を本調達に含むこと。
なお、令和13年3月31日までの期間を網羅する必要年数分のラ
イセンスを調達・納品すること。

4.1.3.(1)-①においてTrendMicroのライセンスを保有と記載がございます。
調達ライセンスによりますが、物理サーバにおいては当該ライセンスを利
用してサーバ用エージェントをインストールするのが良いと考えます。
一方仮想基盤については統合管理の観点から同じくTrendMicro社の
DeapSecurityを実装することというように明示いただくべきと考えます。

本調達で導入されるサーバ(仮想化サーバ上で動作するゲスト
サーバ含む)は、すべてウィルス対策を実施すること。物理の
Windowsサーバにおいては、提供するTrendMicroライセンスを
使用すること。また、仮想サーバにおいてTrendMicro Deap
Securityを必要な数量を本調達に含むこと。
なお、令和13年3月31日までの期間を網羅する必要年数分のラ
イセンスを調達・納品すること。

意見のとおり、修正します。

25 17 9.3.1.(1)

本調達で新規に導入するソフトウェアにはハードウェアバンドル
ソフトを含まないこととし、リース終了後のソフトウェア再利用を
可能とすること。ただし、サーバ保守支援ソフト等のハードウェア
専用ソフトは除く。

【変更案】
本調達で新規に導入するソフトウェアにはハードウェアバンドル
ソフトを含まないことする。リース終了後のソフトウェア使用権に
ついてはサブスクリプションライセンスを除き再利用が可能であ
ること。ただし、保守ライセンスの購入がソフトウェアを使用する
上で必須なものについては、必要に応じて別途調達を行う。

サブスクリプション型ライセンスやライセンス自体は永続使用権のもので
あっても保守ライセンスの購入が必須なものなどがあり、一律仕様書案
のとおり再利用を可能とすることは困難であるため。

本調達で新規に導入するソフトウェアにはハードウェアバンドル
ソフトを含まないことする。リース終了後のソフトウェア使用権に
ついてはサブスクリプションライセンスを除き再利用が可能であ
ること。ただし、保守ライセンスの購入がソフトウェアを使用する
上で必須なものについては、本契約により調達を行う。

意見のとおり、修正します。
なお、保守ライセンスの購入が必要な場合は、本契
約により調達する必要があります。

26 18
11.1.2.資産管理システム
(2)関連作業

② ソフトウェアライセンス管理において、資産管理システムの切
替前後での不整合を確認し、不整合要件は切替前に対策を適
用すること。

「不整合の内容については、監督職員に報告し、その対策を協
議の上決定し適用すること。」
といった内容を追記いただきたい。

不整合の内容によっては、その対策の適用要否、可否の判断が必要とな
るため。

② ソフトウェアライセンス管理において、資産管理システムの切
替前後での不整合を確認し、不整合要件は切替前に対策を適
用すること。不整合の内容については、監督職員に報告し、そ
の対策を協議の上決定し適用すること。

意見のとおり、修正します。

27 18
11.1.2. 資産管理システム
(2) 関連作業③

③本省第 3 期及び第 4 期基盤システムとの連携に必要なネッ
トワーク作業を行うこと。

本省第 3 期及び第 4 期基盤システムとの連携に必要なネット
ワーク作業」とは何か、追記願います。

③本省第 3 期及び第 4 期基盤システムとの連携に必要な、
UTMの設定変更等のネットワーク作業を行うこと。

本省向けUTM2台の設定変更が必要です。

28 23 13.3
ソフトウェアライセンスの帰属
本調達にて調達する各ソフトウェアライセンスは借入期間終了
後は当局に帰属するものとする。

【変更案】
ソフトウェアライセンスの帰属
本調達にて調達する各ソフトウェアライセンスの内、永続ライセ
ンスにおける使用権については借入期間終了後は当局に帰属
するものとする。

ソフトウェアの所有権は原則開発元のものとなり、期間を定めた使用権の
販売となります。
そのため、サブスクリプション型ライセンスについてはライセンス期間満了
にて使用権がなくなり、永続ライセンスの使用権に対してはリース会社か
ら北海道開発局様に権利が移管されるという記載としていただきたい。

ソフトウェアライセンスの帰属
本調達にて調達する各ソフトウェアライセンスの内、永続ライセ
ンスにおける使用権については借入期間終了後は当局に帰属
するものとする。

意見のとおり、修正します。

29 別紙7 システム別作成資料一覧 -
別紙７記載の「運用手順書」とは、別紙６記載の「システム管理
者用マニュアル」の認識でよいか。

別紙７に「運用手順書」、別紙６に「各種システム運用手順書を作成する
こと。」との記載があるため同一のものと認識しています。

― 認識のとおりです。



令和８年２月２５日

　 北海道開発局開発監理部

　仕様書案について意見招請したところ、以下の内容の意見書の提出がありました。提出された意見とそれに伴う対応について、次のとおり回答します。

番号 頁 条項 仕様書（案）の記載内容 提案・意見等 理由 仕様書への反映 対応理由

30 別紙10 【パターンB】①-3および②-3
・全ノードに内蔵されたディスクで分散ストレージプールを構成
し、1ノードの障害発生時にもシステムとして継続稼働できるこ
と。

【変更案】
・全ノードに内蔵されたディスクで1つの分散ストレージプールを
構成しデータの冗長化を図り、1ノードの障害発生時にもシステ
ムとして継続稼働できるRepllication Factor2の構成とすること。

Nutanixでクラスターを構成する場合、同じデータを2ノードで保持するRF2
（最低3ノード構成）と3ノードで保持するRF3（最低5ノード）を事前に指定
する必要があります。そのため、仕様書においてはどちらの要件とすべき
かを明示いただきたく必要があります。

・全ノードに内蔵されたディスクで1つの分散ストレージプールを
構成しデータの冗長化を図り、1ノードの障害発生時にもシステ
ムとして継続稼働できるRepllication Factor2の構成とすること。

意見のとおり、修正します。

31 別紙10
⑨サーバストレージ収容L2ス
イッチ（本局、旭川）

4 ネットワーク管理
同一メーカの一元管理が可能なソフトウェア用ライセンスとソフト
ウェアイメージ管理が可能なソフトウェア用のライセンスを含める
こと。

【変更案】
項目削除

6.2.1(1)①の要件にあるライセンスのことと解釈しております。
上記のようにベンダーロックイン要件となっており、L2スイッチ及び監視ソ
フトウェアが特定メーカーの製品に縛られる内容となっております。

― 20に同じ

32 別紙10
⑨サーバストレージ収容L2ス
イッチ（本局、旭川）

7 VLAN管理
複数ネットワーク機器のVLAN情報を一元管理するためのプロト
コルを有すること。

【変更案】
項目削除

サーバストレージ収容L2スイッチは、他のネットワーク機器とVLAN情報を
やりとりを行うことで、外部の影響を受ける可能性が発生します。また別
紙4の図でも、サーバストレージ収容L2スイッチは、他のネットワーク機器
と接続されておらず、VLAN情報のやりとりは不要と考えます。
安定運用の実現性と機能の必要性の観点から、本仕様は削除をお願い
します。

項目を削除します。 意見のとおり、修正します。

33 別紙10
⑨サーバストレージ収容L2ス
イッチ（本局、旭川）

8 フロー可視化
NetFlow機能を有すること。

【変更案】
8 フロー可視化
sFlowやIPFIXまたはNetFlow機能を有すること。

NetFlowは特定メーカの独自プトコルとなります。標準化されているsFlow
やIPFIXへ変更をお願いします。

sFlowやIPFIXまたはNetFlow機能またはこれらと同等のネット
ワークのトラフィック監視機能を有すること。

意見のとおり、修正します。

34 別紙10
⑨サーバストレージ収容L2ス
イッチ（本局、旭川）

9 仮想スタック
複数機器を論理的に1台とする機能を有すること。

【変更案】
項目削除

スタック構成としたスイッチで障害が発生した場合、稀に正しく切り替わら
ない場合があり、2台構成の意味が薄れます。サーバストレージ収容L2ス
イッチでの影響は甚大となるため、各スイッチが独立した動作でも構成が
可能なよう、本仕様は削除をお願いします。

― 必要な機能要件のため、変更できません。

35 別紙10
⑩行政LANサーバ収容L2スイッ
チ（本局、旭川）

4 ネットワーク管理
同一メーカの一元管理が可能なソフトウェア用ライセンスとソフト
ウェアイメージ管理が可能なソフトウェア用のライセンスを含める
こと。

【変更案】
項目削除

6.2.1(1)①の要件にあるライセンスのことと解釈しております。
上記のようにベンダーロックイン要件となっており、L2スイッチ及び監視ソ
フトウェアが特定メーカーの製品に縛られる内容となっております。

― 20に同じ

36 別紙10
⑩行政LANサーバ収容L2スイッ
チ（本局、旭川）

8 フロー可視化
NetFlow機能を有すること。

【変更案】
8 フロー可視化
sFlowやIPFIXまたはNetFlow機能を有すること。

NetFlowは特定メーカの独自プトコルとなります。標準化されているsFlow
やIPFIXへ変更をお願いします。

― 20に同じ

37 別紙10
⑩行政LANサーバ収容L2スイッ
チ（本局、旭川）

11 ファン
冗長構成であること

【変更案】
項目削除

行政LANサーバ収容L2スイッチは2台のスイッチで構成されており、冗長
性は確保できていると考えます。

― 必要な機能要件のため、変更できません。

38 別紙10

ハードウェア要件
（物理サーバ、仮想化）
【パターンＡ及びB】
⑦バックアップストレージ（本局）

SAS RAID6 相当 実効容量 14TB以上
スペアディスク2本以上

「本局バックアップサーバにハードディスクを搭載することで同
仕様要件を満たす場合は、バックアップストレージを構成外とし
てもよい」の仕様追加のご検討をお願いいたします。

世界的なハードウェア価格高騰が予想されていることから、バックアップ
ストレージを構成することで、ご予算の超過の可能性が懸念されます。
バックアップストレージを必要とせず、バックアップサーバのみで要件を満
たす構成の提案も可能として頂きたい。

―
バックアップサーバにストレージ機能を持たせる提案
は可能です。

39 別紙10

ハードウェア要件
（物理サーバ、仮想化）
【パターンＡ及びB】
⑧バックアップストレージ（旭川）

SAS RAID6 相当 実効容量 4TB以上
スペアディスク1本以上

「旭川バックアップサーバにハードディスクを搭載することで同
仕様要件を満たす場合は、バックアップストレージを構成外とし
てもよい」の仕様追加のご検討をお願いいたします。

世界的なハードウェア価格高騰が予想されていることから、バックアップ
ストレージを構成することで、ご予算の超過の可能性が懸念されます。
バックアップストレージを必要とせず、バックアップサーバのみで要件を満
たす構成の提案も可能として頂きたい。

― 38に同じ

40 別紙11
ソフトウェア要件
アンチウィルス管理システム
④Apex Oneサーバ（本局）

区分：データベース
アプリケーション指定のデータベース

「アプリケーション指定のデータベース」を「Microsoft SQL
Server standard Edition」に変更いただきたい。

記載の「アプリケーション指定のデータベース」の場合、アプリケーション
に同梱されている「SQL Server Express」で仕様を満たすことになります
が、実際の運用上「SQL Server Express」ではログサイズが不足し運用に
支障をきたす恐れがあります。

区分：データベース：
Microsoft SQL Server standard Edition

意見のとおり、修正します。

41


